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平成22年８月２７日
岸和田市丘陵地区整備機構協議会

1. はじめに

「第１４回の岸和田市丘陵地区整備機構協議会」（以下「第１４回協議会」という。）では、「丘陵地区整備の進め方について」をテーマに議論・確認しました。

「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」も、今回の「第１５回協議会」を含めて残すところ2回となりました。

今回は、「協議会」閉会以降の岸和田市丘陵地区整備の検討と推進を行う組織のあり方について確認していきたいと考えております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2. 「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」に替わる組織について
2.1. 新しい組織の設立に向けて
前回の「協議会」では「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」が終了した後に、新しい組織が必要となることを確認しました。その新しい組織を設立していくために、以下の要点を決めていく必要があります。
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1 その組織がどういった目的を持って設立するのか?

2 その目的を達成するために、どのような形態（体系・費用）を整える必要があるのか?

このような項目を決めていく必要があるため、まずは事業に向けたスケジュールから、組織が担う目的について整理したいと思います。

2.2. 事業スケジュールと組織の役割について

次項の図は、大まかな事業スケジュールを示したものです。平成23年度に土地交換を開始し、平成25年度に農整備に着手、平成26年度に都市整備の事業着手を予定しています。

また、それぞれの基盤整備が整ってきますと、それぞれの土地の利活用が始まります。
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② 基盤整備  
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ここで、このスケジュールから組織の役割が大きく2つに分けることができます。

1段階目
事業着手（H25年度）までに整えておかなければならない事項や、基盤整備後の土地利活用に関する検討。（すぐに行う必要があるもの）
1 「土地交換」の手法や評価、法務や税制上の問題点などの検討を行なう。

2 土地利用や活用方法の事例から、丘陵地区で実践できるかの検討と同時に地区内外に情報発信し、事業参加者を募る。

3 各地権者のさまざまな疑問等解決方策の検討を行う。

4 未来に残すべき資源や環境への負荷を軽減するために、環境調査（要領の作成等）の実施を行なう。

2段階目

基盤整備中（H25年度以降）から整備後に行なう土地の利活用の実践。（実際に、土地の利活用始まる。）
1 土地の利活用をマネジメントする。

土地の利活用について、意向を共にする地権者の参画を促し、情報を集約して収益を得る仕組みづくりなど、持続可能なマネージメントを行なう。。

2 地区の資産価値を高める。

地区のまちづくりを一元管理し、景観や環境を維持することで、まちの価値を高める。
上記の内容に加え、さまざまな取り組みを行なえるよう検討し実践する。

この各段階ごとの必要な組織のイメージは下記のとおりです。

「機構」の規模と責任・資金のイメージ










ここにもありますように、その役割が大きくなれば、組織の規模も大きくなりそれに比例して、その責任や資金が大きくなります。

次に、具体的な組織の構成について検討したいと思います。
3. 組織の構成について
前項の組織の役割を進めていくために、その組織がどのような構成になり、また、それにかかる費用について、法人化した場合を例にして考えたいと思います。
1段階目



2段階目




4. 丘陵地区整備機構の設立に向けて
4.1. 段階ごとの組織の目標（目的）について
前項までで、丘陵地区のまちづくりを進めていく組織の内容について、確認させていただきましたが、それぞれの段階（1段階目・2段階目）における各組織の目標（目的）を確認したいと思います。

1段階目の目標（目的）


「協議会」の目的を反映した計画を実現するために設立する「機構」の体制を整えるための準備と、事業着手時までに進める作業の実施。

2段階目の目標（目的）


～「未来に引き継ぐべきまち」の創造と持続的発展を可能とするマネジメント体系の確立～

また、それぞれの組織がその目的を達成するため、必要となる組織の体系やその必要経費等について、決めていく必要があります。

4.2. 早々に決めておかなければならない事項等
前記の目的を持って組織化するために、決めておかなければならない事項は下記のとおりです。
1 法人化した組織・任意団体の組織の選択

組織の成り立ちをどのようにするのか?

責任の所在をどうするのか?

2 新しい組織の構成メンバーと運営方法について

誰がメンバーとなり、どのように運営するのか?

3 資金について（捻出方法について）

必要な資金をどのように捻出するのか?

今の時点で、これらを決めて組織を立ち上げることが最善ですが、決められない状態で、“見切り発車”することは、持続的な組織としては難しいと思われます。

これまで説明させていただきましたように、「機構協議会」の検討内容を引き継ぐ組織づくりについて、『事業着手までにやらなくてはならないこと』と『持続的マネジメントを行なう「機構」の設立に必要な事項』の２種類の検討内容を、どのように今後進めていくのか検討いただきたいと思います。

5. おわりに

今回の協議会で“丘陵地区整備機構の設立について”と題しまして、いろいろと協議してまいりました。
丘陵地区のまちづくりは、息の長いマネジメントが必要となりますので、持続性のある組織となるように小さな組織から立ち上げて、地権者の希望を聞きながら大きく育てることも必要となります。

協議会は次で最後となりますが、後悔のない組織づくりについて、検討いただきたいと考えております。

①土地交換





現在の所有地





農エリア





























基盤整備から土地利用





土地利用に向けた体制





基盤整備に向けた体制





「機構」の役割
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④農エリアの運営
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「機構」自らが運営





仲介・あっせん
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理事会　　　 ：｢機構｣の意思決定機関であり、最高責任を有する。


監　事 　　　：経済活動の正確性・適正性・妥当性などを判断し、意見を


　　　　　　　　 表明して是正する部署。


総務経理部   ：総務と経理の仕事を行なう部署。


計画G　　　 ：①土地交換Gが入手した相談に対して、農・都市エリアの状


　　　　　　　　 況と土地利用等を検討して、アドバイスを提示する。


　　　　　　　 ②情報Gから寄せられた情報をもとに、地域(社会)ニーズの


　　　　　　　　 把握と分析を行なう。


情報G　　　 ：①丘陵地区整備の取り組みを社会に発信して、認知度を高


　　　　　　　 　める。


　　　　　　 　②基盤整備後に向けた企業団体・個人への誘致PRと要望の


　　　　　　　　 収集。


　　　　　　　 ③「道の駅」を活用した事業、イベント等の募集と情報発信・


　　　　　　　　　収集。


土地交換G　 ：①土地交換に関するに関する説明を地権者一人ひとりに


　　　　　　　　 直接行い、地権者から出された質問･要望等を吸い上げ、


　　　　　　　　“計画G”に投げかける。また、その回答を地権者に説


　　　　　　　　 明して事業に参加してもらえるよう説得。


　　　　　　　 ②事業参加者が確定した後は、土地交換作業を行なう。


道の駅G 　　：①「道の駅」を利用した事業・


　　　　　　 　②丘陵地区周辺へのPR活動・要望と情報収集。








マネジメント部　 ：景観形成･環境影響評価・土地利用のルール


を守っていただくための部署。


営業G　　　　　 ：“情報発信G”･“道の駅G”とは違い、自ら


が先方に出向いて営業活動を行なう部署。


不動産G　　　 　：農・都市エリアの売地・借地の売買と仲介・


あっせんを行なう部署。


業務運営G　　　 ：「機構」自らが、貸し農園等を運営して利益を


確保する部署。





【業務内容が変化する部署】


計画G　　　　 　：土地交換に向けた相談・アドバイスから、土地


利用に対する相談アドバイスに替わります。


【不要となる部署】


土地交換G　　　 ：土地交換が完了した時点で、不要。






































⑤都市エリアの運営





⑥「道の駅」の利活用（H23年度～）





都市整備エリア





「（仮称）岸和田市丘陵


　　土地区画整理組合」設立


　　　　（12ヵ年予定）











③基盤整備











相談


・アドバイス





丘陵地区全体のマネジメント





規模
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それぞれの役割
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それぞれの役割





②基盤整備





事業参加者で構成


する推進組織設立


（5ヵ年予定）





1区画の整備が整いしだい、


土地利用が可能となる。





1区画の整備が整いしだい、


土地利用が可能となる。





農整備エリア





１段階目





2段階目





都市エリア





Ｈ25年度初





H29年度末





H37年度末





H26年度初





H24年度末
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基板整備体制

		

																		｢機構｣を法人化した場合の組織

																																																																																																		※事業協同組合を参考とする。

																																																		理事会																										監事

																																																								3						名																				1						名

																						総務経理部																																												事業部

																								部長：								1						名																																						部長：								1						名

																								社員：								1						名

																																														戦略課																																								業務執行課

																																																								課長：								1						名																										課長：								1						名

																																										計画グループ																				情報グループ																				土地交換グループ																						道の駅グループ

																																				グループ長：								2						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名

																																				社員：								4						名						社員：								1						名						社員：								3						名						社員：								2						名

																																				※農・都市：1班ずつ

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								2						名				×				$5,000,000														＝				$10,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								11						名				×				$3,000,000														＝				$33,000,000

																																		計								24						名																計										$113,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				0%										とした場合、

																																										必要資金		＝				113,000,000																										/ (				100%										-		35%										)		＝				174,000,000																										円

																																		（　経　費														＝				$61,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
備品、　旅費、自動車、燃料費等



「機構」

学識経験者　協力岸和田市　協力



土地利用体制

		

																｢機構｣を法人化した場合の組織

																																																																																																※事業協同組合を参考とする。

																																																																												理事会																										監事

																																																																																		3						名																				1						名

																								マネジメント部

																										部長：								1						名

																										課長：								1						名						総務経理部																																										事業部

																										グループ長：								1						名								部長：								1						名																																				部長：								1						名

																										社員：								1						名								課長：								1						名

																																																グループ長：								1						名						戦略課																																																業務執行課

																																																社員：								1						名																課長：								1						名																																		課長：								1						名

																																										計画グループ																				営業グループ																				情報グループ																				道の駅グループ																				不動産グループ																						業務運営グループ

																																		グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								2						名								グループ長：								1						名

																																		社員：								2						名						社員：								2						名						社員：								1						名						社員：								2						名						社員：								2						名								社員：								10						名

																																																																																																																※農・都市：1班ずつ																								※5業務を想定

																														最大の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								3						名				×				$6,000,000														＝				$18,000,000

																																		課長：								4						名				×				$5,000,000														＝				$20,000,000

																																		グループ長：								9						名				×				$4,000,000														＝				$36,000,000

																																		社員：								21						名				×				$3,000,000														＝				$63,000,000

																																		計								41						名																計										$175,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				175,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				292,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$102,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等

																														最小の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								3						名				×				$5,000,000														＝				$15,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								8						名				×				$3,000,000														＝				$24,000,000

																																		計								22						名																計										$109,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				109,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				182,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$64,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等



最大の「機構」

最小の「機構」の場合
岸和田市

最小の「機構」




_1344323196.xls
基板整備体制

		

																		｢機構｣を法人化した場合の組織（例）

																																																																																																		※事業協同組合を参考とする。

																																																		理事会																										監事

																																																								3						名																				1						名

																						総務経理部																																												事業部

																								部長：								1						名																																						部長：								1						名

																								社員：								1						名

																																														戦略課																																								業務執行課

																																																								課長：								1						名																										課長：								1						名

																																										計画グループ																				情報グループ																				土地交換グループ																						道の駅グループ

																																				グループ長：								2						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名

																																				社員：								4						名						社員：								1						名						社員：								3						名						社員：								2						名

																																				※農・都市：1班ずつ

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								2						名				×				$5,000,000														＝				$10,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								11						名				×				$3,000,000														＝				$33,000,000

																																		計								24						名																計										$113,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				0%										とした場合、

																																										必要資金		＝				113,000,000																										/ (				100%										-		35%										)		＝				174,000,000																										円

																																		（　経　費														＝				$61,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
備品、　旅費、自動車、燃料費等



「機構」

学識経験者　協力岸和田市　協力



土地利用体制

		

																｢機構｣を法人化した場合の組織（例）

																																																																																																※事業協同組合を参考とする。

																																																																												理事会																										監事

																																																																																		3						名																				1						名

																								マネジメント部

																										部長：								1						名

																										課長：								1						名						総務経理部																																										事業部

																										グループ長：								1						名								部長：								1						名																																				部長：								1						名

																										社員：								1						名								課長：								1						名

																																																グループ長：								1						名						戦略課																																																業務執行課

																																																社員：								1						名																課長：								1						名																																		課長：								1						名

																																										計画グループ																				営業グループ																				情報グループ																				道の駅グループ																				不動産グループ																						業務運営グループ

																																		グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								2						名								グループ長：								1						名

																																		社員：								2						名						社員：								2						名						社員：								1						名						社員：								2						名						社員：								2						名								社員：								10						名

																																																																																																																※農・都市：1班ずつ																								※5業務を想定

																														最大の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								3						名				×				$6,000,000														＝				$18,000,000

																																		課長：								4						名				×				$5,000,000														＝				$20,000,000

																																		グループ長：								9						名				×				$4,000,000														＝				$36,000,000

																																		社員：								21						名				×				$3,000,000														＝				$63,000,000

																																		計								41						名																計										$175,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				175,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				292,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$102,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等

																														最小の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								3						名				×				$5,000,000														＝				$15,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								8						名				×				$3,000,000														＝				$24,000,000

																																		計								22						名																計										$109,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				109,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				182,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$64,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等



最大の「機構」

最小の「機構」の場合
岸和田市

最小の「機構」




_1344323103.xls
基板整備体制

		

																		｢機構｣を法人化した場合の組織（例）

																																																																																																		※事業協同組合を参考とする。

																																																		理事会																										監事

																																																								3						名																				1						名

																						総務経理部																																												事業部

																								部長：								1						名																																						部長：								1						名

																								社員：								1						名

																																														戦略課																																								業務執行課

																																																								課長：								1						名																										課長：								1						名

																																										計画グループ																				情報グループ																				土地交換グループ																						道の駅グループ

																																				グループ長：								2						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名

																																				社員：								4						名						社員：								1						名						社員：								3						名						社員：								2						名

																																				※農・都市：1班ずつ

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								2						名				×				$5,000,000														＝				$10,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								11						名				×				$3,000,000														＝				$33,000,000

																																		計								24						名																計										$113,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				0%										とした場合、

																																										必要資金		＝				113,000,000																										/ (				100%										-		35%										)		＝				174,000,000																										円

																																		（　経　費														＝				$61,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
備品、　旅費、自動車、燃料費等



「機構」

学識経験者　協力岸和田市　協力



土地利用体制

		

																｢機構｣を法人化した場合の組織（例）

																																																																																																※事業協同組合を参考とする。

																																																																												理事会																										監事

																																																																																		3						名																				1						名

																								マネジメント部

																										部長：								1						名

																										課長：								1						名						総務経理部																																										事業部

																										グループ長：								1						名								部長：								1						名																																				部長：								1						名

																										社員：								1						名								課長：								1						名

																																																グループ長：								1						名						戦略課																																																業務執行課

																																																社員：								1						名																課長：								1						名																																		課長：								1						名

																																										計画グループ																				営業グループ																				情報グループ																				道の駅グループ																				不動産グループ																						業務運営グループ

																																		グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								2						名								グループ長：								1						名

																																		社員：								2						名						社員：								2						名						社員：								1						名						社員：								2						名						社員：								2						名								社員：								10						名

																																																																																																																※農・都市：1班ずつ																								※5業務を想定

																														最大の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								3						名				×				$6,000,000														＝				$18,000,000

																																		課長：								4						名				×				$5,000,000														＝				$20,000,000

																																		グループ長：								9						名				×				$4,000,000														＝				$36,000,000

																																		社員：								21						名				×				$3,000,000														＝				$63,000,000

																																		計								41						名																計										$175,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				175,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				292,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$102,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等

																														最小の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								3						名				×				$5,000,000														＝				$15,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								8						名				×				$3,000,000														＝				$24,000,000

																																		計								22						名																計										$109,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				109,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				182,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$64,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等



最大の「機構」

最小の「機構」の場合
岸和田市

最小の「機構」




_1344257908.xls
基板整備体制

		

																		｢機構｣を法人化した場合の組織

																																																																																																		※事業協同組合を参考とする。

																																																		理事会																										監事

																																																								3						名																				1						名

																						総務経理部																																												事業部

																								部長：								1						名																																						部長：								1						名

																								社員：								1						名

																																														戦略課																																								業務執行課

																																																								課長：								1						名																										課長：								1						名

																																										計画グループ																				情報グループ																				土地交換グループ																						道の駅グループ

																																				グループ長：								2						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名

																																				社員：								4						名						社員：								1						名						社員：								3						名						社員：								2						名

																																				※農・都市：1班ずつ

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								2						名				×				$5,000,000														＝				$10,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								11						名				×				$3,000,000														＝				$33,000,000

																																		計								24						名																計										$113,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				0%										とした場合、

																																										必要資金		＝				113,000,000																										/ (				100%										-		35%										)		＝				174,000,000																										円

																																		（　経　費														＝				$61,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
備品、　旅費、自動車、燃料費等



「機構」

学識経験者　協力岸和田市　協力



土地利用体制

		

																｢機構｣を法人化した場合の組織

																																																																																																※事業協同組合を参考とする。

																																																																												理事会																										監事

																																																																																		3						名																				1						名

																								マネジメント部

																										部長：								1						名

																										課長：								1						名						総務経理部																																										事業部

																										グループ長：								1						名								部長：								1						名																																				部長：								1						名

																										社員：								1						名								課長：								1						名

																																																グループ長：								1						名						戦略課																																																業務執行課

																																																社員：								1						名																課長：								1						名																																		課長：								1						名

																																										計画グループ																				営業グループ																				情報グループ																				道の駅グループ																				不動産グループ																						業務運営グループ

																																		グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								2						名								グループ長：								1						名

																																		社員：								2						名						社員：								2						名						社員：								1						名						社員：								2						名						社員：								2						名								社員：								10						名

																																																																																																																※農・都市：1班ずつ																								※5業務を想定

																														最大の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								3						名				×				$6,000,000														＝				$18,000,000

																																		課長：								4						名				×				$5,000,000														＝				$20,000,000

																																		グループ長：								9						名				×				$4,000,000														＝				$36,000,000

																																		社員：								21						名				×				$3,000,000														＝				$63,000,000

																																		計								41						名																計										$175,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				175,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				292,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$102,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等

																														最小の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								3						名				×				$5,000,000														＝				$15,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								8						名				×				$3,000,000														＝				$24,000,000

																																		計								22						名																計										$109,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				109,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				182,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$64,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等



最大の「機構」

最小の「機構」の場合
岸和田市

最小の「機構」




_1344258036.xls
基板整備体制

		

																		｢機構｣を法人化した場合の組織

																																																																																																		※事業協同組合を参考とする。

																																																		理事会																										監事

																																																								3						名																				1						名

																						総務経理部																																												事業部

																								部長：								1						名																																						部長：								1						名

																								社員：								1						名

																																														戦略課																																								業務執行課

																																																								課長：								1						名																										課長：								1						名

																																										計画グループ																				情報グループ																				土地交換グループ																						道の駅グループ

																																				グループ長：								2						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名

																																				社員：								4						名						社員：								1						名						社員：								3						名						社員：								2						名

																																				※農・都市：1班ずつ

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								2						名				×				$5,000,000														＝				$10,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								11						名				×				$3,000,000														＝				$33,000,000

																																		計								24						名																計										$113,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				0%										とした場合、

																																										必要資金		＝				113,000,000																										/ (				100%										-		35%										)		＝				174,000,000																										円

																																		（　経　費														＝				$61,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
備品、　旅費、自動車、燃料費等



「機構」

学識経験者　協力岸和田市　協力



土地利用体制

		

																｢機構｣を法人化した場合の組織

																																																																																																※事業協同組合を参考とする。

																																																																												理事会																										監事

																																																																																		3						名																				1						名

																								マネジメント部

																										部長：								1						名

																										課長：								1						名						総務経理部																																										事業部

																										グループ長：								1						名								部長：								1						名																																				部長：								1						名

																										社員：								1						名								課長：								1						名

																																																グループ長：								1						名						戦略課																																																業務執行課

																																																社員：								1						名																課長：								1						名																																		課長：								1						名

																																										計画グループ																				営業グループ																				情報グループ																				道の駅グループ																				不動産グループ																						業務運営グループ

																																		グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								1						名						グループ長：								2						名								グループ長：								1						名

																																		社員：								2						名						社員：								2						名						社員：								1						名						社員：								2						名						社員：								2						名								社員：								10						名

																																																																																																																※農・都市：1班ずつ																								※5業務を想定

																														最大の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								3						名				×				$6,000,000														＝				$18,000,000

																																		課長：								4						名				×				$5,000,000														＝				$20,000,000

																																		グループ長：								9						名				×				$4,000,000														＝				$36,000,000

																																		社員：								21						名				×				$3,000,000														＝				$63,000,000

																																		計								41						名																計										$175,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				175,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				292,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$102,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等

																														最小の「機構」

																																																								年収

																																		理事：								3						名				×				$10,000,000														＝				$30,000,000

																																		監査：								1						名				×				$8,000,000														＝				$8,000,000

																																		部長：								2						名				×				$6,000,000														＝				$12,000,000

																																		課長：								3						名				×				$5,000,000														＝				$15,000,000

																																		グループ長：								5						名				×				$4,000,000														＝				$20,000,000

																																		社員：								8						名				×				$3,000,000														＝				$24,000,000

																																		計								22						名																計										$109,000,000																				円						（人件費）

																																経　費												＝				35%														利　益												＝				5%										とした場合、

																																								必要資金		＝				109,000,000																										/ (				100%										-		40%										)		＝				182,000,000																										円

																																（　経　費														＝				$64,000,000																				円　）								：福利費、事務所賃貸料、光熱費、事務機リース料、
　備品、旅費、自動車、燃料費等



最大の「機構」

最小の「機構」の場合
岸和田市

最小の「機構」




